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1.  平成24年3月期の連結業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 40,549 15.8 870 35.6 934 7.4 809 78.7
23年3月期 35,020 △5.1 641 △14.9 870 △11.7 452 △24.7

（注）包括利益 24年3月期 791百万円 （77.9％） 23年3月期 444百万円 （△34.1％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年3月期 26.15 ― 5.7 2.6 2.1
23年3月期 14.63 ― 3.3 2.5 1.8

（参考） 持分法投資損益 24年3月期  1百万円 23年3月期  △4百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 36,584 14,566 39.8 470.73
23年3月期 34,211 14,020 41.0 453.05

（参考） 自己資本   24年3月期  14,566百万円 23年3月期  14,020百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

24年3月期 2,364 △397 △275 5,650
23年3月期 △364 △65 △920 3,966

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年3月期 ― 4.00 ― 4.00 8.00 247 54.7 1.8
24年3月期 ― 4.00 ― 4.00 8.00 247 30.6 1.7
25年3月期(予想) ― 4.00 ― 4.00 8.00 49.5

3. 平成25年 3月期の連結業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 13,700 △7.1 △780 ― △790 ― △770 ― △24.88
通期 40,300 △0.6 1,030 18.4 900 △3.7 500 △38.2 16.16



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期 31,013,189 株 23年3月期 31,013,189 株
② 期末自己株式数 24年3月期 67,886 株 23年3月期 67,025 株
③ 期中平均株式数 24年3月期 30,945,771 株 23年3月期 30,947,521 株

（参考）個別業績の概要 

平成24年3月期の個別業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 31,315 16.7 379 7.1 513 △23.1 409 8.0
23年3月期 26,833 △9.1 354 △8.1 668 △3.1 379 △16.5

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

24年3月期 13.23 ―
23年3月期 12.25 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 32,904 13,271 40.3 428.86
23年3月期 31,198 13,123 42.1 424.07

（参考） 自己資本 24年3月期  13,271百万円 23年3月期  13,123百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は
終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資
料P．3「1．経営成績 （1）経営成績に関する分析‐次期の見通し」をご覧ください。 
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(1）経営成績に関する分析 

①当連結会計年度の経営成績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、震災による経済の停滞に一部回復の動きが見られたものの、円高やユーロ

圏の財政危機、タイの洪水等の影響により、特に製造業において改善の兆しが見られず、依然として厳しい状況で推

移しました。 

環境装置業界においては、海外では特にアジアを中心に需要が拡大していますが、国内では震災からの復興の遅れ

や工事延期等により厳しい経営環境が続きました。 

このような状況のもと、当社グループは当年度を初年度とする中期経営計画「グローバルＡＤ」を着実に実行して

まいりました。商品の差別化や営業提案力の向上、関係会社との連携強化による受注拡大に注力するとともに、設

計、調達、工事面での徹底したコストダウンによる利益率向上に努めました。あわせて、新マーケット・新事業創出

についてはそれぞれ、中国における小規模下水処理事業への参入を果たし、またタイの石油・天然ガス採掘会社ＰＴ

ＴＥＰおよび当社親会社である日立造船株式会社とＣＯ₂メタン転換技術共同開発契約を締結するに至りました。 

この結果、当連結会計年度の受注高は特に大型の廃棄物・リサイクル案件の受注が好調に推移し40,440百万円（前

期比20.2％増）、売上高は40,549百万円（前期比15.8％増）、期末受注残高は22,398百万円（前期比0.4％減）とな

りました。 

損益面におきましては、円高の影響はあったもののコストダウン効果が現れ営業利益は870百万円（前期比35.6％

増）を確保し、経常利益は934百万円（前期比7.4％増）、当期純利益は持分法適用関連会社の株式追加取得による負

ののれん発生等により809百万円（前期比78.7％増）となりました。 

セグメント別の概況は次のとおりです。 

  

（環境装置） 

廃棄物・リサイクル事業では、延岡市（宮崎県）向け最終処分場浸出水処理施設や、震災対応として気仙広域連合

（岩手県）向けし尿処理施設および大船渡市（岩手県）向け漁業集落排水処理施設などの震災復旧工事を受注したほ

か、当社グループの浅野環境ソリューション株式会社が渡島西部広域事務組合（北海道）向けに汚泥再生処理センタ

ーを受注するなど好調に推移しました。上下水処理事業は、当社の独自製品である機械式撹拌装置（ニューＤＴＣ）

の受注が伸長したものの、震災の影響による発注量の減少とそれによる競争激化によって低迷しました。補修工事や

アフターサービス等を担当するソリューション事業は、包括複数年運転管理業務の受注があったほか、当社グループ

のセラケム株式会社の活性炭事業が震災の影響により浄水場向けに伸長したことなどもあり前年度並みに推移しまし

た。産業排水処理事業は、化学メーカー向けの湿式酸化処理技術を用いた排水処理設備２号機の受注が寄与し、前年

度より微増となりました。また当年度４月１日にユニチカ株式会社から事業譲渡を受けたことにより、日本下水道事

業団向けに合流式下水道改善処理施設（簡易型繊維ろ過システム）や化学メーカー向けに海水ろ過装置（けまり）を

受注したほか、金沢市企業局向けに下水汚泥からのリン回収調査業務（ＭＡＰシステム）を受託するなど水処理事業

全般にわたり業容を拡大しました。主として熱回収施設向け排ガス処理装置を扱う大気環境装置事業は、大口工事の

発注時期が翌年度にずれたことが影響し、低調に推移しました。 

この結果、好調な廃棄物・リサイクル事業が、低調な上下水事業等をカバーし、受注高は32,417百万円（前期比

29.3％増）、売上高は一昨年度受注が好調であった汚泥再生処理センターの引渡しが順調に進み31,961百万円（前期

比17.5％増）、期末受注残高は18,852百万円（前期比2.6％増）となりました。 

  

（産業装置） 

電解事業は、昨年度のアラブ首長国連邦に続き当年度はサウジアラビアにおいて現地法人と代理店契約を締結し、

中東における電解装置のアフターサービス事業を強化したほか、ベトナムやフィリピンの発電所向けに海水電解装置

を受注しましたが、当年度は海外案件が少なく、また国内は震災の影響によって電力会社向け受注が伸びず、防蝕事

業とともに低調に推移しました。また、各種産業向けに生産設備用・排水処理用の加圧ろ過脱水機を扱うフィルター

プレス事業は、上期にレアメタル回収や色材製造用を受注するなど好調に推移しましたが、下期はタイの洪水等によ

る国内設備投資の減少により伸び悩みました。一方、当社グループの東海精機株式会社では、中国向け１号機となる

ＳＭＣ含浸装置を受注することができました。 

この結果、産業装置は、総じて低調に推移したため受注高は6,525百万円（前期比12.3％減）となりましたが、売

上高は前年度受注した大型海水電解装置が貢献し7,285百万円（前期比19.1％増）、受注残高は3,317百万円（前期比

18.6％減）となりました。 

  

（建設） 

日立造船株式会社向けに舞鶴（仮称）制御機器センター建設工事等を受注したほか、前年度予定されていた案件が

当年度にずれ込んだことなどにより、受注高1,497百万円（前期比32.9％増）、売上高1,303百万円（前期比22.9％

減）、受注残高227百万円（前期比578.5％増）となりました。  

１．経営成績



②次期の見通し 

わが国経済は、米国景気の復調や円高傾向の一服により持ち直しの兆しが見られるものの、欧州債務問題再燃の懸

念や原油高、電力不安もあり、引き続き予断を許さない状況が続くものと思われます。環境装置業界におきまして

も、海外の需要は拡大するものの、国内では、官需は事業量の削減が続き、民需も経済情勢の不透明さから厳しい環

境で推移すると思われます。 

このような事業環境のもと、当社グループは、中期経営計画の重点施策を着実に実行していきます。環境装置にお

いては特に国内では上下水分野での巻き返し、海外ではし尿処理技術の中国市場開拓を推進するとともに、産業装置

においてはアフターサービス事業強化による受注・収益の拡大に取り組む所存です。また、平成24年４月１日付で柏

工場と松戸工場の組織を統合して「東京工場」としました。これによって、ものづくりの基盤を一層強化していきま

す。 

次年度の業績見通しとしては、売上高40,300百万円（前期比0.6％減）、営業利益1,030百万円（前期比18.4％

増）、経常利益900百万円（前期比3.7％減）、当期純利益500百万円（前期比38.2％減）を見込んでおります。 

  

(2）財政状態に関する分析 

①資産・負債および純資産の状況 

 当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末と比べ2,373百万円増加し、36,584百万円となりました。 

流動資産は、主に受取手形及び売掛金並びに預け金の増加により2,642百万円増加し、26,258百万円となりまし

た。固定資産は、前連結会計年度において持分法適用関連会社であった日本サニタリー㈱が株式の追加取得により連

結子会社となったことや、その他有価証券の減損による投資有価証券の減少等により270百万円減少し、10,325百万

円となりました。 

負債合計は前連結会計年度末と比べ1,826百万円増加し、22,017百万円となりました。 

流動負債は、主に支払手形及び買掛金が大幅に増加したことにより2,063百万円増加し、19,353百万円となりまし

た。また、固定負債は繰延税金負債や負ののれんの減少等により238百万円減少し、2,663百万円となりました。 

純資産は、利益剰余金の増加等により14,566百万円となりました。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末と比べ1,684百万円増加し、5,650百万

円となりました。 

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

税金等調整前当期純利益に加え仕入債務の増加等により、2,364百万円の収入超過（前年同期は364百万円の支出

超過）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

有形及び無形固定資産の取得による支出等により397百万円の支出超過（前年同期は65百万円の支出超過）とな

りました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

配当金の支払いによる支出等により275百万円の支出超過（前年同期は920百万円の支出超過）となりました。 

  

（キャッシュ・フロー関連指標の推移） 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。 

（注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としていま

す。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

（注５）平成21年３月期及び平成23年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッ

ジ・レシオは、営業キャッシュ・フローがマイナスのため記載を省略しております。 

  平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期

自己資本比率（％）  39.7  38.4  39.8  41.0  39.8

時価ベースの自己資本比率

（％） 
 20.9  17.4  21.9  27.5  25.1

キャッシュ・フロー対有利

子負債比率（年） 
 1.6  －  0.9  －  1.1

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍） 
 38.0  －  169.0  －  191.7



(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつとして位置付けており、業績に裏付けされた配

当を継続的かつ安定的に実施するとともに、各事業年度の利益の状況や今後の事業展開等を総合的に勘案し、グルー

プの競争力の維持・強化と事業拡大のための内部留保の充実に努めていくことを基本方針としております。 

内部留保資金は経営効率化や研究開発投資、新規事業育成等に活用し、経営基盤の強化と事業の拡充を図っていき

たいと考えております。 

当期の期末配当金につきましては、利益配分に関する基本方針に基づき１株につき４円とさせていただく予定で

す。 

また、次期につきましては中間配当金１株につき４円、期末配当金１株につき４円の計８円を予定しております。

(4）事業等のリスク 

当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があるリスクは以下のとおりです。 

なお、以下の項目には将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当連結会計年度末現在において判断し

たものであります。 

 ①市場の急激な変動によるリスク 

環境装置のうち官需向けの廃棄物・リサイクル事業および上下水処理事業、大気環境装置事業におきまして

は、地方自治体の財政状態や予算の執行により事業量が大きく変動します。また、環境装置のうち民需向けの産

業排水処理事業ならびに産業装置、建設においても、民間の設備投資の動向により事業量が大きく変動します。

これらの変動が、当社グループの経営成績に大きい影響を及ぼしております。 

 ②建設工事等における人的・物的事故あるいは災害発生のリスク 

建設工事における安全管理には万全を期しておりますが、事故・災害が発生した場合は経営成績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

 ③取引先の信用リスク 

当社の受注は一取引における請負金額が大きく、また大半は引渡時に多額の金額が支払われる契約条件となっ

ております。このため、取引先が信用不安に陥った場合、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 ④為替の変動リスク 

当社グループは外貨建取引を行っており、取引に伴い為替の変動リスクが発生します。リスクを軽減するため

為替予約等のヘッジを行っておりますが、完全に排除することは不可能であり、場合によっては、当社グループ

の業績および財政状態に影響を与える場合があります。 

 ⑤海外事業のリスク 

当社グループは輸出・海外事業の拡大を図っておりますが、予期しない政治・経済の変化や法的規則の変更、

部品の現地調達や現地工事に伴うトラブル等の要因が経営成績に影響を与える可能性があります。 

 ⑥資材調達のリスク 

当社グループは原材料や部品をグループ外から調達しているため、市況の変動による価格の高騰や供給不足等

により、経営成績に影響を与える可能性があります。 



 当社グループは、平成24年３月31日現在、当社、当社の親会社、子会社６社および関連会社２社で構成されておりま

す。事業としては、当社、子会社および関連会社は主として水処理および公害防止関連の環境装置事業および産業装置

事業ならびに建設事業を行っております。また、親会社である日立造船㈱は、環境装置、機械・プラント、鉄構等の事

業を行っております。 

当社グループの主な事業内容、事業における位置付けは、次のとおりであります。なお、次の事業内容は、セグメン

ト情報におけるセグメントの区分と同一の区分であります。 

  

 ［主な事業内容］ 

環境装置・・水処理施設（廃棄物処理施設、上下水処理施設、ごみ埋立浸出水処理施設、工場排水処理施設）、

バイオガス等リサイクル施設、土壌・地下水浄化施設、熱回収施設用排ガス処理装置等の設計・施

工・請負・製造・販売、上記施設の維持管理、装置・機器のメンテナンス等 

産業装置・・電解装置、水素発生装置、舶用バラスト水処理装置、ろ過脱水機（加圧式、真空式）、防蝕機器

（ライニング製品）、サイクロン・ポンプ等の製造、販売、メンテナンス等  

建設・・・・一般建築（事務所、各種工場、倉庫等）、サイロ、不動産賃貸等 

  

 ［当社及び親会社、子会社、関連会社の位置付け］ 

 （環境装置） 

 当社が水処理施設・装置、公害防止関連装置の製造・販売、施工およびメンテナンスを行っております。同

施設・装置の維持管理業務は、当社のほかアタカメンテナンス㈱、浅野環境ソリューション㈱と日本サニタリ

ー㈱、また活性炭等の薬品販売はアタカメンテナンス㈱、浅野環境ソリューション㈱およびセラケム㈱が行っ

ており、浅野環境ソリューション㈱は同施設、装置のメンテナンスも行っております。 

 また、当社は親会社等から大気汚染防止装置等を受注し、これを施工しております。  

 （産業装置） 

 当社および東海精機㈱が各種産業装置等の製造・販売、施工およびメンテナンスを行っております。大機ゴ

ム工業㈱は防蝕機器（ライニング製品）の施工を行っております。  

 （建設） 

 当社が親会社等に対して販売、施工を行っております。 

  

 事業の系統図は次のとおりであります。（平成24年３月31日現在）  

 
（注１）当連結会計年度より、前連結会計年度において持分法適用関連会社であった日本サニタリー㈱は、株式を追加取得したことに

より連結子会社となりました。 

（注２）当連結会計年度より、前連結会計年度において持分法適用非連結子会社であった㈱セラ物流サービスは、持分比率が低下した

ことにより持分法適用関連会社になりました。なお、㈱セラ物流サービスは㈱オーナミＳＢＳに社名を変更しております。 

２．企業集団の状況



(1）会社経営の基本方針 

当社グループは「先端技術で快適環境を創造し人と地球の未来に貢献する」ことを企業理念としており、この企業

理念のもとで、水処理装置、公害防止関連装置をはじめとした環境ビジネスを通じて社会への貢献を進めるととも

に、多様な顧客ニーズに対応できる技術力と競争力を持った存在価値のある企業グループとして発展していくことを

めざしております。 

また、株主・投資家をはじめ関係する皆様に対して会社の情報を積極的に開示し、広く理解される企業づくりに努

めております。 

  

(2）中長期的な経営戦略および対処すべき課題 

中期経営計画「グローバルＡＤ」の中間年である平成24年度は、国内経済はゆるやかに回復に向かうものの、国内

マーケットの縮減は避けられず、依然厳しい経営環境が続くものと思われます。このような状況下で当社は、引き続

き、利益率の向上、輸出の拡大、新製品・新事業の創出、人材の育成を基本方針として積極的に取り組んでまいりま

す。 

中期経営計画の重点施策は次のとおりであります。 

①利益率の向上 

(イ)ものづくりの更なる推進（H25年度 生産高120億円：H22年度比1.5倍） 

・工場再編（集中と集約）、生産設備の効率化による内製品の拡大とコストダウンの推進 

(ロ)海外調達の徹底推進（H25年度25％：H22年度５％) 

(ハ)競合各社との技術力差の拡大、商品の差別化によるコスト競争力の強化 

(ニ)ソリュ－ション事業の伸長 

・既設し尿プラント改良工事に係る提案営業力の向上と関係会社との連携強化 

・Ｍ＆Ａによる事業量と要員の拡大 

・電解アフターサービス事業拡大のための国際ネットワークの確立 

・日立造船株式会社との連携強化による洗煙アフターサービス事業および助剤の拡販  

②輸出の拡大 

(イ)アジア諸国におけるし尿処理装置および中国/地方部における小規模下水処理装置の１号機受注 

(ロ)海水電解装置の拡販 

(ハ)バラスト水処理装置の拡販 

(ニ)防蝕ゴムシートの海外生産と販売体制の確立 

③新製品・新事業の創出 

(イ)バイオガス利活用技術（ガス精製、カロリー調整、貯蔵等）の開発・商品化 

(ロ)湿式酸化、促進酸化技術の適用範囲の拡大と、化学系特殊排水の新処理法の開発強化 

(ハ)固体高分子水電解装置開発による発電所への参入 

(ニ)水素発生装置の早期事業化 

(ホ)電動メカ式フィルタ－プレス大型機の開発による上水への本格的参入 

④人材の育成 

(イ)グローバルな人材の育成 

(ロ)経営幹部要員の育成 

(ハ)経営環境に即した人材の配置、活用と全体的なレベルアップ 

  

(3）目標とする経営指標 

  中期経営計画で掲げた重点施策を実施し、計画の最終年度である平成25年度には、連結ベースで受注額466億円、

売上高446億円、営業利益13億３千万円（営業利益率３％）、経常利益12億円を目標としております。  

  

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,466 3,969

受取手形及び売掛金 ※1  16,726 ※1  17,730

商品及び製品 140 178

仕掛品 ※2  703 ※2  879

原材料及び貯蔵品 582 646

繰延税金資産 587 693

その他 1,434 2,200

貸倒引当金 △24 △39

流動資産合計 23,616 26,258

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 5,533 5,673

減価償却累計額 △3,255 △3,440

建物及び構築物（純額） 2,278 2,232

機械装置及び運搬具 2,209 2,494

減価償却累計額 △1,767 △1,979

機械装置及び運搬具（純額） 441 514

工具、器具及び備品 478 537

減価償却累計額 △418 △461

工具、器具及び備品（純額） 60 75

土地 6,322 6,364

建設仮勘定 43 10

有形固定資産合計 9,146 9,197

無形固定資産 74 62

投資その他の資産   

投資有価証券 ※3  994 ※3  664

繰延税金資産 147 105

その他 254 318

貸倒引当金 △22 △22

投資その他の資産合計 1,373 1,065

固定資産合計 10,595 10,325

資産合計 34,211 36,584



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※1  10,619 ※1  13,505

短期借入金 2,650 2,650

未払法人税等 359 359

前受金 1,207 367

賞与引当金 701 743

完成工事補償引当金 139 305

工事損失引当金 ※2  336 ※2  387

その他 1,276 1,034

流動負債合計 17,290 19,353

固定負債   

繰延税金負債 1,355 1,155

退職給付引当金 1,259 1,328

役員退職慰労引当金 46 61

負ののれん 113 －

資産除去債務 58 58

その他 67 59

固定負債合計 2,901 2,663

負債合計 20,191 22,017

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,835 1,835

資本剰余金 2,069 2,069

利益剰余金 10,068 10,630

自己株式 △26 △26

株主資本合計 13,946 14,507

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 73 59

その他の包括利益累計額合計 73 59

純資産合計 14,020 14,566

負債純資産合計 34,211 36,584



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 35,020 40,549

売上原価 ※2, ※3  29,128 ※2, ※3  34,023

売上総利益 5,892 6,526

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  5,250 ※1, ※2  5,656

営業利益 641 870

営業外収益   

受取利息 2 7

受取配当金 13 14

為替差益 － 19

受取家賃 24 27

負ののれん償却額 227 113

その他 34 33

営業外収益合計 302 216

営業外費用   

支払利息 11 12

シンジケートローン手数料 17 12

工事遅延損害金 － 110

持分法による投資損失 4 －

為替差損 24 －

その他 16 15

営業外費用合計 74 151

経常利益 870 934

特別利益   

負ののれん発生益 － 392

退職給付制度改定益 13 －

特別利益合計 13 392

特別損失   

段階取得に係る差損 － 114

投資有価証券評価損 32 70

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 51 －

災害による損失 43 －

固定資産除却損 23 6

その他 － 2

特別損失合計 151 194

税金等調整前当期純利益 732 1,132

法人税、住民税及び事業税 451 586

法人税等調整額 △172 △259

法人税等合計 279 327

少数株主損益調整前当期純利益 452 805

少数株主損失（△） － △3

当期純利益 452 809



（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 452 805

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △8 △14

その他の包括利益合計 △8 △14

包括利益 444 791

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 444 794

少数株主に係る包括利益 － △3



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 1,835 1,835

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,835 1,835

資本剰余金   

当期首残高 2,069 2,069

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,069 2,069

利益剰余金   

当期首残高 9,863 10,068

当期変動額   

剰余金の配当 △247 △247

当期純利益 452 809

当期変動額合計 205 561

当期末残高 10,068 10,630

自己株式   

当期首残高 △25 △26

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △26 △26

株主資本合計   

当期首残高 13,741 13,946

当期変動額   

剰余金の配当 △247 △247

当期純利益 452 809

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 204 561

当期末残高 13,946 14,507



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 81 73

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8 △14

当期変動額合計 △8 △14

当期末残高 73 59

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 81 73

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8 △14

当期変動額合計 △8 △14

当期末残高 73 59

純資産合計   

当期首残高 13,823 14,020

当期変動額   

剰余金の配当 △247 △247

当期純利益 452 809

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8 △14

当期変動額合計 196 546

当期末残高 14,020 14,566



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 732 1,132

減価償却費 479 456

負ののれん償却額 △227 △113

負ののれん発生益 － △392

段階取得に係る差損益（△は益） － 114

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 58 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2 15

退職給付引当金の増減額（△は減少） 126 48

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △2 0

工事損失引当金の増減額（△は減少） 251 51

受取利息及び受取配当金 △15 △22

支払利息 11 12

持分法による投資損益（△は益） 4 △1

投資有価証券評価損益（△は益） 32 70

工事遅延損害金 － 110

売上債権の増減額（△は増加） △586 △959

たな卸資産の増減額（△は増加） 77 △278

その他の流動資産の増減額（△は増加） △360 462

仕入債務の増減額（△は減少） △1,559 2,892

前受金の増減額（△は減少） 959 △839

その他の流動負債の増減額（△は減少） △148 0

その他 20 183

小計 △142 2,943

利息及び配当金の受取額 15 20

利息の支払額 △12 △12

法人税等の支払額 △225 587

営業活動によるキャッシュ・フロー △364 2,364

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △221 △417

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

－ △56

グループファイナンスによる資金の増減 170 －

定期預金の純増減額（△は増加） － 141

その他の支出 △17 △99

その他の収入 3 34

投資活動によるキャッシュ・フロー △65 △397

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △550 －

長期借入金の返済による支出 △100 －

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △247 △247

その他 △22 △27

財務活動によるキャッシュ・フロー △920 △275

現金及び現金同等物に係る換算差額 △8 △6

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,358 1,684

現金及び現金同等物の期首残高 5,324 3,966

現金及び現金同等物の期末残高 3,966 5,650



 該当事項はありません。  

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数  ６社 

主要な連結子会社の名称 

セラケム㈱ 

アタカメンテナンス㈱ 

浅野環境ソリューション㈱ 

大機ゴム工業㈱ 

東海精機㈱ 

日本サニタリー㈱ 

 当連結会計年度より、前連結会計年度において持分法適用関連会社であった日本サニタリー㈱の株式を

追加取得したことにより連結の範囲に含めております。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の関連会社数  １社 

主要な会社名 

㈱オーナミＳＢＳ 

 当連結会計年度より、前連結会計年度において持分法適用非連結子会社であった㈱セラ物流サービス

は、持分比率が低下したことにより持分法適用関連会社となり、前連結会計年度において持分法適用関連

会社であった日本サニタリー㈱は、株式の追加取得により連結子会社となったため、持分法適用の範囲か

ら除外しております。 

 なお、㈱セラ物流サービスは㈱オーナミＳＢＳに社名変更しております。 

(2）持分法を適用していない関連会社（㈱資源循環サービス）は当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。 

  

  

なお、上記以外の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項については、最近の有価証券報告書（平成23年６月

29日提出）における記載から重要な変更がないため、開示を省略しております。 

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項



（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

（法人税率の変更等による影響） 

 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平

成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率

の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。 

 これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の40.6％から平成24年４月１日

に開始する連結会計年度から平成26年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については

38.0％に、平成27年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については35.6％となりま

す。この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は105百万円減少し、法人税

等調整額は104百万円減少しております。 

※１ 連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当連結

会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれて

おります。 

  

※２ 損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。損失

の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産のうち、工事損失引当金に対応する額は次のとおりであります。 

   

※３ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。 

  

４ 当社は、緊急時における資金調達手段を確保するため、取引銀行６行の協調融資方式によるコミットメントライ

ン契約を締結しております。本契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

(7）追加情報

(8）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

受取手形 百万円 － 百万円 117

支払手形  －  11

  
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

仕掛品 百万円 273 百万円 404

  
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

投資有価証券（株式） 百万円 301 百万円 50

  
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

契約極度額 百万円 3,075 百万円 4,800

借入実行残高  －  －

差引額  3,075  4,800



※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額 

  

※３ 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額 

  

当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

※１  その他の包括利益に係る組替調整額 

（連結損益計算書関係）

  
前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

従業員給料手当 百万円 1,987 百万円 2,113

賞与引当金繰入額  334  346

退職給付費用  254  234

役員退職慰労引当金繰入額  22  26

調査研究費   313  551

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

百万円 313 百万円 551

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

百万円 336 百万円 387

（連結包括利益計算書関係）

その他有価証券評価差額金   
当期発生額 百万円△18
税効果調整前  △18
税効果額  3

その他有価証券評価差額金  △14
その他の包括利益合計  △14



前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）  自己株式の増加は、単元未満株式の買取２千株によるものであります。 

 ２．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  

当連結会計年度期首

株式数 

（千株） 

当連結会計年度 

増加株式数 

（千株） 

当連結会計年度 

減少株式数 

（千株） 

当連結会計年度末 

株式数 

（千株） 

 発行済株式            

     普通株式     31,013  －  －  31,013

         合計  31,013  －  －  31,013

 自己株式             

普通株式  （注）  64  2  －  67

         合計  64  2  －  67

   

   

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日    

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  123  4 平成22年３月31日 平成22年６月30日    

平成22年11月４日 

取締役会 
普通株式  123  4 平成22年９月30日 平成22年12月３日    

   

   

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  123 利益剰余金  4 平成23年３月31日 平成23年６月30日



 当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）  自己株式の増加は、単元未満株式の買取861株によるものであります。  

  

 ２．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

次のとおり決議を予定しております。  

  

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

当連結会計年度期首

株式数 

（千株） 

当連結会計年度 

増加株式数 

（千株） 

当連結会計年度 

減少株式数 

（千株） 

当連結会計年度末 

株式数 

（千株） 

 発行済株式            

     普通株式     31,013  －  －  31,013

         合計  31,013  －  －  31,013

 自己株式             

     普通株式  67  0  －  67

         合計  67  0  －  67

   

   

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日    

平成23年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  123  4 平成23年３月31日 平成23年６月30日    

平成23年11月１日 

取締役会 
普通株式  123  4 平成23年９月30日 平成23年12月２日    

   

   

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年６月28日 

定時株主総会 
普通株式  123 利益剰余金  4 平成24年３月31日 平成24年６月29日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
  
  

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

現金及び預金勘定 3,466百万円 3,969百万円 

預入期間が３か月を超える定期預金 －  △18  

預け金（流動資産「その他」） 500  1,700  

現金及び現金同等物 3,966  5,650  



１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。  

 当社は、製品・サービス別の事業本部及び事業部を置き、各事業本部及び事業部は、取り扱う製品・サ

ービスについて国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社は、事業本部及び事業部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されて

おり、「環境装置」「産業装置」「建設」の３つを報告セグメントとしております。 

 「環境装置」は、水処理施設（廃棄物処理施設、上下水処理施設、ごみ埋立浸出水処理施設、工場排水

等）、バイオガス等リサイクル施設、土壌・地下水浄化施設、熱回収施設用排ガス処理装置等の設計・施

工・請負・製造・販売、上記施設の維持管理、装置・機器のメンテナンス等を行っております。 

 「産業装置」は、電解装置、水素発生装置、舶用バラスト水処理装置、ろ過脱水機（加圧式、真空

式）、防蝕機器（ライニング製品）、サイクロン・ポンプ等の製造・販売、メンテナンス等を行っており

ます。 

 「建設」は、一般建築（事務所、各種工場、倉庫等）、サイロ、不動産賃貸等を行っております。 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。 

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市

場実勢価格に基づいております。 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

Ⅰ 前連結会計年度（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

（単位：百万円）

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。 

(1）売上高の調整額112百万円はセグメント間取引消去であります。 

(2）セグメント資産の調整額548百万円は全社資産であり、その主なものは、当社での余資運用資金でありま

す。 

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  

報告セグメント  
  

調整額 
（注）１ 

  
連結財務諸表

計上額  
（注）２ 環境装置  産業装置 建設 計 

売上高   

外部顧客への売上高  27,210  6,118  1,690  35,020  －  35,020

セグメント間の内部売

上高又は振替高 
 －  33  78  112  △112  －

計  27,210  6,151  1,769  35,132  △112  35,020

セグメント利益又はセ

グメント損失（△） 
 753  △139  28  641  －  641

セグメント資産  24,668  6,965  2,029  33,663  548  34,211

その他の項目   

減価償却費  353  75  29  458  －  458

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額 
 157  78  6  242  －  242



Ⅱ 当連結会計年度（平成23年４月１日～平成24年３月31日） 

（単位：百万円）

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。 

(1）売上高の調整額103百万円はセグメント間取引消去であります。 

(2）セグメント資産の調整額1,748百万円は全社資産であり、その主なものは、当社での余資運用資金でありま

す。 

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。  

  

Ⅰ 前連結会計年度（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報として同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

  

(2）有形固定資産 

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省

略しております。 

  

Ⅱ 当連結会計年度（平成23年４月１日～平成24年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報として同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

  

(2）有形固定資産 

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

  

報告セグメント  
  

調整額 
（注）１ 

  
連結財務諸表

計上額  
（注）２ 環境装置  産業装置 建設 計 

売上高   

外部顧客への売上高  31,961  7,285  1,303  40,549  －  40,549

セグメント間の内部売

上高又は振替高 
 －  13  89  103  △103  －

計  31,961  7,298  1,392  40,652  △103  40,549

セグメント利益又はセ

グメント損失（△） 
 966  △81  △14  870  －  870

セグメント資産  25,425  7,692  1,717  34,835  1,748  36,584

その他の項目   

減価償却費  338  74  27  440  －  440

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額 
 651  73  7  732  －  732

【関連情報】



３．主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省

略しております。 

  

前連結会計年度（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（平成23年４月１日～平成24年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（平成23年４月１日～平成24年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（平成23年４月１日～平成24年３月31日） 

 「環境装置」において、当社は持分法適用関連会社であった日本サニタリー㈱の株式を追加取得し、連結

子会社といたしました。当該事象により負ののれん発生益を392百万円計上しております。 

  

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】



 （注）１． １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）２． １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（平成23年４月１日～平成24年３月３１日） 

 該当事項はありません。  

 リース取引、関連当事者情報、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、企業結合等、資

産除去債務、賃貸等不動産に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられる

ため開示を省略しております。 

（１株当たり情報）

  
前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額（円）  453.05  470.73

１株当たり当期純利益（円）  14.63  26.15

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

同  左 

  
前連結会計年度 

（平成23年３月31日) 
当連結会計年度 

（平成24年３月31日) 

純資産の部の合計額（百万円）  14,020  14,566

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円） 
 －  －

普通株式に係る期末の純資産額 

（百万円） 
 14,020  14,566

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（千株） 
 30,946  30,945

  
前連結会計年度 

(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

当期純利益（百万円）  452  809

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  452  809

期中平均株式数（千株）  30,947  30,945

（重要な後発事象）

（開示の省略）



（受注高・売上高・受注残高の状況） 

 受注高 

 売上高 

 受注残高 

  

区分 

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

  至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 

  至 平成24年３月31日） 
増 減 

金額（百万円） 構成比(％) 金額（百万円） 構成比(％) 金額（百万円） 増減比(％)

 環境装置事業  25,079  74.5  32,417  80.2  7,338  29.3

 産業装置事業  7,443  22.1  6,525  16.1  △918  △12.3

 建設事業  1,126  3.3  1,497  3.7  371  32.9

計  33,649  100.0  40,440  100.0  6,791  20.2

区分 

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 

  至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 

  至 平成24年３月31日） 
増 減 

金額（百万円） 構成比(％) 金額（百万円） 構成比(％) 金額（百万円） 増減比(％)

 環境装置事業  27,210  77.7  31,961  78.8  4,751  17.5

 産業装置事業   6,118  17.5   7,285  18.0  1,167  19.1

 建設事業   1,690  4.8   1,303  3.2  △387  △22.9

計  35,020  100.0  40,549  100.0  5,529  15.8

区分 

前連結会計年度末 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度末 
（平成24年３月31日） 

増 減 

金額（百万円） 構成比(％) 金額（百万円） 構成比(％) 金額（百万円） 増減比(％)

 環境装置事業  18,366  81.7  18,852  84.2  486  2.6

 産業装置事業  4,077  18.1  3,317  14.8  △760  △18.6

 建設事業  33  0.1  227  1.0  194  578.5

計  22,477  100.0  22,398  100.0  △79  △0.4



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,536 2,687

受取手形 1,280 1,336

売掛金 13,002 13,832

有価証券 － 5

預け金 500 1,700

仕掛品 621 782

原材料及び貯蔵品 354 378

前渡金 － 62

短期貸付金 1,065 600

前払費用 66 71

立替金 895 266

繰延税金資産 460 557

その他 75 216

貸倒引当金 △16 △32

流動資産合計 20,843 22,465

固定資産   

有形固定資産   

建物 4,535 4,602

減価償却累計額 △2,609 △2,718

建物（純額） 1,925 1,883

構築物 349 362

減価償却累計額 △239 △250

構築物（純額） 109 111

機械及び装置 1,327 1,407

減価償却累計額 △1,109 △1,170

機械及び装置（純額） 218 236

車両運搬具 32 31

減価償却累計額 △25 △24

車両運搬具（純額） 6 7

工具、器具及び備品 372 424

減価償却累計額 △325 △360

工具、器具及び備品（純額） 47 63

土地 6,260 6,260

建設仮勘定 0 10

有形固定資産合計 8,567 8,573

無形固定資産 59 45



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 676 596

関係会社株式 851 971

出資金 112 116

敷金及び保証金 99 111

長期貸付金 － 28

長期前払費用 7 18

破産更生債権等 0 0

保険積立金 2 －

貸倒引当金 △22 △22

投資その他の資産合計 1,727 1,820

固定資産合計 10,355 10,439

資産合計 31,198 32,904

負債の部   

流動負債   

支払手形 4,142 5,307

買掛金 5,356 6,711

短期借入金 2,500 2,500

リース債務 21 27

未払金 143 154

未払費用 242 301

未払法人税等 323 159

未払消費税等 4 25

前受金 1,207 361

預り金 594 591

賞与引当金 452 465

完成工事補償引当金 139 305

工事損失引当金 336 396

その他 47 25

流動負債合計 15,514 17,332

固定負債   

リース債務 38 31

繰延税金負債 1,355 1,155

退職給付引当金 943 1,013

資産除去債務 55 55

負ののれん 113 －

その他 54 44

固定負債合計 2,561 2,301

負債合計 18,075 19,633



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,835 1,835

資本剰余金   

資本準備金 170 170

その他資本剰余金 1,895 1,895

資本剰余金合計 2,065 2,065

利益剰余金   

利益準備金 288 288

その他利益剰余金   

別途積立金 7,011 7,011

繰越利益剰余金 1,878 2,040

利益剰余金合計 9,178 9,340

自己株式 △26 △26

株主資本合計 13,053 13,214

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 70 56

評価・換算差額等合計 70 56

純資産合計 13,123 13,271

負債純資産合計 31,198 32,904



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 26,833 31,315

売上原価 22,843 27,061

売上総利益 3,989 4,253

販売費及び一般管理費 3,635 3,874

営業利益 354 379

営業外収益   

受取利息 11 15

受取配当金 76 69

負ののれん償却額 227 113

為替差益 － 24

受取家賃 21 23

その他 37 36

営業外収益合計 375 283

営業外費用   

支払利息 8 11

シンジケートローン手数料 17 12

為替差損 21 －

工事遅延損害金 － 110

その他 13 14

営業外費用合計 61 149

経常利益 668 513

特別利益   

退職給付制度改定益 13 －

特別利益合計 13 －

特別損失   

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 49 －

災害による損失 38 －

投資有価証券評価損 32 70

固定資産除却損 17 0

特別損失合計 137 71

税引前当期純利益 544 442

法人税、住民税及び事業税 336 325

法人税等調整額 △171 △292

法人税等合計 164 32

当期純利益 379 409



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 1,835 1,835

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,835 1,835

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 170 170

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 170 170

その他資本剰余金   

当期首残高 1,895 1,895

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,895 1,895

資本剰余金合計   

当期首残高 2,065 2,065

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,065 2,065

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 288 288

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 288 288

その他利益剰余金   

別途積立金   

当期首残高 7,011 7,011

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,011 7,011

繰越利益剰余金   

当期首残高 1,747 1,878

当期変動額   

剰余金の配当 △247 △247

当期純利益 379 409

当期変動額合計 131 161

当期末残高 1,878 2,040

利益剰余金合計   

当期首残高 9,047 9,178

当期変動額   

剰余金の配当 △247 △247

当期純利益 379 409

当期変動額合計 131 161

当期末残高 9,178 9,340



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

自己株式   

当期首残高 △25 △26

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △26 △26

株主資本合計   

当期首残高 12,922 13,053

当期変動額   

剰余金の配当 △247 △247

当期純利益 379 409

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 130 161

当期末残高 13,053 13,214

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 77 70

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △7 △13

当期変動額合計 △7 △13

当期末残高 70 56

評価・換算差額等合計   

当期首残高 77 70

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △7 △13

当期変動額合計 △7 △13

当期末残高 70 56

純資産合計   

当期首残高 13,000 13,123

当期変動額   

剰余金の配当 △247 △247

当期純利益 379 409

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △7 △13

当期変動額合計 123 147

当期末残高 13,123 13,271



 該当事項はありません。 

   

 平成24年６月28日付にて予定される役員の異動は下記のとおりです。 

(1) 代表取締役の異動 

該当事項はありません。 

(2) 取締役の異動 

 同日発表の資料「役員の異動ならびに組織改正・人事異動に関するお知らせ」をご参照ください。 

(4）継続企業の前提に関する注記

６．役員の異動
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